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主要事項

政策部
（単位：千円）

１　目的・背景 　学校法人永原学園の西九州大学健康データ科学部（仮称）設置に伴い、佐賀市が行う同法人への支援に対し、

補助金を交付することにより、県内の高等教育機関の充実を図る。

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度～令和８年度（2025年度～2026年度）

（２）事業概要

債務負担行為限度額

（３）債務負担行為を設定する理由
　佐賀市が行う学校法人永原学園への支援事業について、令和７年度～令和８年度の複数年度にわたるため、
債務負担行為を設定するもの。
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令和７年度
予 算 額

令和８年度
予 算 額

- 100,000

事 項 名 高等教育機関設置支援事業費補助 予　算　額
0

（債務負担）100,000

細事項名 （債務負担行為）高等教育機関設置支援事業費補助 一般財源
0

（債務負担）100,000

100,000

合　　計

佐賀市への補助
　・対象経費：市が行う学校法人永原学園への支援に必要な経費
　・補助率：市の負担額の１／２

内　　容

課　　　　名
（室　　　名）

（その１）７ さが政策推進チーム

予算説明書頁



主要事項

地域交流部
（単位：千円）

空港振興対策費

新規 国際線増便キャンペーン事業費

１　目的・背景 　上海便・台北便の増便に伴い利便性が向上した九州佐賀国際空港について、航空会社と連携した広報等を

実施することで空港利用者の増加を図り、上海便・台北便の安定運航につなげる。

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度（2025年度）

（２）事業概要

細事項名 一般財源 13,000 43 空港課

事 項 名 予　算　額 13,000 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

2

情報発信

国際線の新規利用促進

旅行商品の露出拡大

区　　分

2,000

5,000

6,000

予 算 額

合　　計

WEBやSNSを活用した情報発信

〇新規パスポート取得者向け割引キャンペーンの実施
〇学校間交流の支援

国内旅行会社が造成した旅行商品の広報事業等への補助

内　　容

13,000



主要事項

地域交流部（文化・観光局）
（単位：千円）

新規 吉野ヶ里遺跡「クニのはじまり」研究プロジェクト事業費

１　目的・背景 　弥生時代に海を介して交流があり、豊富な出土品を有する遺跡がある３県（佐賀県、鳥取県、岡山県）が共同研究を行う

ことで、吉野ヶ里遺跡の新たな価値を見出し、その重要性や素晴らしさを広く発信することで、来場者数の増加を図る。

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度～令和10年度（2025年度～2028年度）

（２）事業概要
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83
文化課
（文化財保護・活用室）

区　　分

共同研究事業

プロモート事業

4,993

3,976

1,017

予 算 額

合　　計

３県合同でのシンポジウムの開催等
　・開催県：佐賀県

各地域との比較研究、広域的研究の実施等

内　　容

事 項 名 予　算　額 4,993 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

細事項名 吉野ヶ里遺跡「クニのはじまり」研究プロジェクト事業費 一般財源 4,993



主要事項

地域交流部（SSP推進局）
（単位：千円）

パラアスリート競技力向上推進費

パラアスリート等育成強化費

１　目的・背景 　地域の中でパラスポーツ活動の機会を更に創出するとともに、県独自に開催する全国大会の競技を拡大することで、

ＳＡＧＡ２０２４全障スポの開催により盛り上がったパラスポーツ推進の機運を更に高め、SSP構想の推進を図る。

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度～（2025年度～）

（２）事業概要

※ＳＳＰ構想推進基金を活用

予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

細事項名 一般財源 0 47 スポーツムーブメントチーム

4

６ 月 補 正
予 算 額

8,972

事 項 名 予　算　額 8,972

区　　分
現 計

予 算 額

8,979

4,500

年 間
所 要 額

佐賀県独自で全国規模の大会を開催
　・開催競技数の増（３競技から６競技）

特別支援学校等の生徒が在校中、卒業後
もスポーツに参加できる環境を整備
　・特別支援学校等での出張パラスポーツ
　教室の開催
　・地域の中でパラスポーツ教室を開催

内　　容

合　　計 13,479

財源内訳

国庫 基金（※） 一般財源

4,500 4,500

独自大会の開催

パラスポーツ
活動機会創出

4,500 4,472 -

4,507

- - -

4,472 - 4,472 -

4,507



主要事項

健康福祉部
（単位：千円）

感染症予防対策費

新興感染症対応力強化事業費補助

１　目的・背景 　新興感染症の発生に備え、発生後速やかに対応できるよう、感染症法に基づく協定締結医療機関（※）が行う環境整備

に対して支援を行うことで、感染症への対応力の強化を図る。

※感染症法に基づき、その機能・役割に応じて県と協定を締結した医療機関

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度（2025年度）

（２）事業概要

※病室の感染対策に係る整備は国１／３、県１／３、事業者１／３

77,009

77,009

5

病床確保のための支援

○対象経費
　・病室、病棟等の感染対策に係る整備
　・個人防護具保管施設の整備　　等
○補助率：国１／２、県１／２（※）

63,082

77,009
発熱外来のための支援

○対象経費
　・個人防護具保管施設の整備
　・検査機器の購入
　・HEPAフィルター付き空気清浄機の設置　等
○補助率：国１／２、県１／２

80,923

自宅療養者等に対する
医療のための支援

○対象経費
　・個人防護具保管施設の整備
○補助率：国１／２、県１／２

10,013

合　　計 154,018 77,009

区　　分 内　　容 予 算 額
財源内訳

国庫 一般財源

事 項 名 予　算　額 154,018 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

細事項名 一般財源 77,009 51 健康福祉政策課



主要事項

健康福祉部
（単位：千円）

医療施設等経営強化緊急支援事業費

１　目的・背景 　人口減少に伴う患者数減や物価高騰の影響を受けている医療機関等に対し必要な支援を実施することで、地域の

医療機能維持・向上を図る。

２　事業内容 （１）事業期間  令和７年度（2025年度）

（２）事業概要

23,500 23,500 -

28,720 14,360 14,360
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656,505 656,505 -

1,128,375 1,114,015 14,360合　　計

業務の効率化や職員の処遇改善に取り組む施設に対する補助
　・基準額：病院・有床診療所（５床以上）　40千円/病床数
　　　　　　　無床診療所・有床診療所（４床以下）・訪問看護ステーション　180千円/施設

生産性向上・職場
環境整備等支援

410,400 -

9,250 9,250 -

410,400

52 医務課

予 算 額
財源内訳

国庫 一般財源

事 項 名 予　算　額 1,128,375 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

細事項名

新規
新規
新規
新規
新規

病床数適正化支援事業費
小児医療施設支援事業費
分娩取扱施設支援事業費
地域連携周産期支援事業費（分娩取扱施設）
生産性向上・職場環境整備等支援事業費

一般財源 14,360

内　　容

分娩取扱施設が少ない地域に所在する分娩取扱施設に対する補助
　・基準額：3,800千円～11,400千円/施設（分娩取扱期間に応じて）

分娩数が減少した分娩取扱施設に対する補助
　・基準額：病院・診療所　2,500千円/施設
　　　　　　　助産所　1,000千円/施設

患者数が減少した小児医療の地域拠点となる医療機関に対する補助
　・基準額：250千円/病床数

医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関に対する補助
　・基準額：4,104千円/削減病床数

区　　分

病床数適正化支援

小児医療施設支援

分娩取扱施設支援

地域連携周産期
支援



主要事項

産業労働部
（単位：千円）

ワーク・ライフ・バランス推進事業費

カスタマーハラスメント等対策推進事業費

１　目的・背景 　カスタマーハラスメント（※）への対策に取り組む県内企業に対し、電話相談や専門家派遣等を実施することで、

安心安全に働ける職場環境の整備を図る。

※カスタマーハラスメント：顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、ひどい暴言、著しい不当な要求等）により、
 労働者の就業環境が害されること。

２　事業内容 （１）事業期間 令和６年度～令和８年度（2024年度～2026年度）

（２）事業概要
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事 項 名 予　算　額 4,569 予算説明書頁

3,577

3,577

-

-

3,577

広報

電話相談
専門家派遣

セミナー
個別相談会

区　　分
現 計

予 算 額
年 間

所 要 額

課　　　　名
（室　　　名）

細事項名 一般財源 4,569 53 産業人材課

カスタマーハラスメント防止対策を講じるための電話相談、専門家
派遣

〇カスタマーハラスメント等の防止・対応策を紹介するセミナーの
　開催（県内５ヵ所）
〇専門家による個別相談会の実施（セミナー開催後の会場で実施）

内　　容

4,569

2,794

1,775

8,146

2,794

1,775

新聞、ラジオ、WEBを活用した広報

合　　計

-

６ 月 補 正
予 算 額



主要事項

産業労働部
（単位：千円）

産業人材確保プロジェクト事業費

新規 佐賀型ドライバー人材受入チャレンジ事業費

１　目的・背景 　県内で外国人材の受入れ実績がない特定技能のドライバーについて、県とトラック協会、運送事業者が連携し、試験的に

県内企業でトラックドライバーを受入れ、そのノウハウを運送業界で共有することで、人手不足の改善につなげる。

２　事業内容 （１）事業期間　 令和７年度～令和８年度（2025年度～2026年度）

（２）事業概要

〇人材受入れ
　・外国人材の募集・採用
　・ビザの切り替え、日本語教育、免許取得サポート　等

〇業界内で横展開を図るための広報資料の制作
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事 項 名

内　　容

予　算　額 5,490

細事項名 一般財源 5,490

課　　　　名
（室　　　名）

53 産業人材課

予 算 額

5,490

予算説明書頁



主要事項

産業労働部
（単位：千円）

地域産業支援対策事業費

新規 輸出関連企業価格転嫁・交渉支援事業費

１　目的・背景 　米国の関税措置の影響が懸念される自動車関連企業を中心に、価格転嫁・価格交渉力の向上や事業多角化を

目的とした専門化派遣、販路拡大等の取組への支援を行うことで、県内輸出関連中小企業の経営力強化を図る。

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度（2025年度）

（２）事業概要

中小企業診断士等を派遣し価格交渉等を伴走支援
・企業の実情に応じた原価計算、交渉資料の作成
・事業の多角化を目指した戦略構築　　等

○事業多角化の取組に対する補助
・対象経費 技術や製品等のプロモーション

自社技術を活用した新商品や試作品開発　等
・補助率 ２／３
・補助上限額 300万円

○県内の自動車関連企業による展示会への共同出展

※国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

9

区　　分

専門家による伴走支援

販路拡大等支援

事 項 名 予　算　額 21,596 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

細事項名 一般財源 0 69 ものづくり産業課

21,596

16,710

4,886

予 算 額

合　　計

内　　容



主要事項

警察本部
（単位：千円）

防犯等対策費

新規 防犯対策強化事業費

１　目的・背景 　「闇バイト」を起因とする強盗や詐欺事件などへの対策として、青色防犯パトロールカー（※）に

ドライブレコーダー等を設置することにより、地域防犯力の強化を図る。

※青色防犯パトロールカー：防犯ボランティア団体等が乗車し、青色回転灯を取り付け、地域内
を巡回する車両

２　事業内容 （１）事業期間 令和７年度（2025年度）

（２）事業概要

※国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

10

生活安全企画課

事 項 名 予　算　額 6,408 予算説明書頁
課　　　　名
（室　　　名）

6,408

予 算 額（※）

青色防犯パトロールカーへのドライブレコーダー設置等

内　　容

細事項名 一般財源 0 79



物価高騰対策一覧

（単位：千円）

総額 一般財源

輸出関連企業価格転嫁・交渉支援事業費
米国の関税の影響が懸念される自動車関連企業を中心に、適切な
価格転嫁等に向けた伴走支援や販路開拓等に対する補助

21,596 0 ものづくり産業課

21,596 0

事 業 名 概　　要
予　算　額

担当課

合　　計




